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[問題提起]  

「地方創生」を担う地域協同組合としての JAの役割 

当事者意識とエンパワーメント 

松岡 公明（農林年金 理事長） 

今、地方創生が課題となっている。地方創生の問

題点やいわゆる「増田レポート」の問題点について

は私のあとにお話しいただく全国町村会の坂本先生

に譲るとして、私は、地方創生（地域創生）、地域

づくりに果たすべき農協の役割についてお話しした

い。 

パラダイム転換と新たな社会観の創造 

従来型の思考・システムが通用しなくなった。成

長神話が崩壊し、あるいは 3.11 に象徴されるよう

に、安全・安心神話も崩壊した。福祉国家も崩壊し

格差社会が現出している。年収 200 万円以下の人が

なんと 24.4％もいて、非正規雇用が 38％と、もう

無茶苦茶な状況になっている。「雇用は最大の福祉」

だと私は思っているのだが、その雇用がもうグシャ

グシャになってきている。もちろん年金や医療や介

護保険、子育て支援といった福祉もテンヤワンヤし

ているのが実態だ。 

今の「規制改革」なり「構造改革」とは何かとい

うと、じつは医療なり福祉なり、そういった市場化

されてこなかったところをどんどん市場化するとい

う社会だ。その市場をもう一度民主主義の制御のも

とに戻すということが、我々にとって大きなキーワ

ードになってくるだろう。 

で、私はもう一度、働き方というものを再定義し

ていく必要があるだろうと思っていて、労働経済白

書にあるように、共働き世帯がすごい数になってき

ている。ところが、1 世帯あたりの平均所得を見る

と、共稼ぎが増えているのに所得は下がっている。

こういう実態があるということ。だから、もう一度、

労働の再定義ということ。先ほど言いましたように、

非正規雇用が 38％、まさに定常型社会というか、

働き方。あるい

は女性や高齢者

の働き方をどの

ように位置づけ

るか。そのなか

で農協の役割も

いろいろと見え

てくるだろう。 

y=ax 

養老孟司さんの『バカの壁』という本がある。こ

のなかで養老さんは、「y=ax」と書いている。a は

関心、x は入力、y は出力だ。どういうことかとい

うと、彼は解剖学の先生だから、学生に女性の妊娠

から出産までのビデオを見せた。その後感想を聞い

たら、男子学生は「先生、こんなの常識でしょ」と

言ったが、女性は「大変感動しました」「新しい発

見がたくさんありました」と言ったという。女性は、

いつか自分が妊娠して出産するだろうという関心が

ある。関心がプラスだったから出力もあった。男性

の場合は関心がほとんどゼロだったから、いくら入

力してもアウトプットはゼロだった。自分が知りた

くないこと、関心がないことについては、みんな自

主的に情報を遮断しているということだ。 

関心コミュニティをつくろう 

これを農協運動に当てはめれば、〈組合員の関心

にたいして事業サービスを入力しなければ、アウト

プットはない〉ということになる。では組合員の

〈関心〉とは何か。じつは、これが組合員の農協に

対する〈ニーズ〉でもある。では組合員ニーズとは

何かというと、要するに、組合員が営農と営農生活
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上で〈困っていること〉だ。あるいは〈将来不安に

思っていること〉。だから、〈組合員が営農・生活

するうえで困っていることは何か。あるいは将来ど

ういうところに不安材料があるのか〉、そういう組

合員の関心にどんどん着目する。あるいは、その関

心・テーマ・困っていることそれぞれにひとつの活

動組織をつくる。これを最近は〈実践コミュニテ

ィ〉とか〈関心コミュニティ〉と呼んだりするが、

そういうものをどんどんつくっていって、大きな協

同のなかにそういう小さなコミュニティをつくって

いくということが、これからの農協の大きな仕事に

なってくるだろう。あたかも農協の生産部会のなか

にイチゴ部会やトマト部会やキュウリ部会があるの

と同じように、組合員が困っていること、不安に思

っていることを束ねて、そういった活動組織を小さ

な協同としてどんどん組成し、そういうネットワー

ク化を進めていくことだ。 

参加と民主主義にもとづくコミュニティを 

「冷たい貨幣」と「暖かいお金」という私の大好

きな内山節の言葉がある。「冷たい貨幣」というの

はお金を得るためのお金、まさにマネー資本主義に

象徴されるような貨幣だ。「暖かいお金」というの

は、人と人との関係のなかで、あるいは人と人との

関係のために使われるお金のことで、最近では地域

通貨がそうだ。農協の信用事業のなかで、「暖かい

お金って何だろう」というところもひとつ噛みしめ

ておきたいと思う。 

協同組合原則のなかには参加と民主主義と教育が

位置づけられている。まさに協同組合は「民主主義

の学校」というふうにも呼ばれてきたわけだから、

その正統的拡大も大きな課題だろう。 

それから、地縁コミュニティを横軸とし、縦軸に

機能別の関心コミュニティをつくる。そのことが活

動への参加と意思決定の参加による新しい社会関係

資本の拡大にもつながってくると思う。 

じつは古代ギリシャのポリスでは、政治（ポリテ

ィコ）とは、自由な市民たちが「活動」と「言論」

によって自分たち自身の〈共通のことがら〉を決め

ていくことだったという。これが政治の発明、発見

だったわけだ。まさに協同組合も、こういった協同

組合原則に忠実にやっていけば、共通の事柄を決め

ていくというところに農協の参加と民主主義の原則

もつながってくると思う。〈人々が協同する機会の

拡大が、参加と民主主義の拡大につながる〉という

ストーリーを、我々はもういちど描く必要があるだ

ろう。 

「パラダイム・価値観の転換」といっても、目標、

すなわち新たな社会観がなければならない。その中

身は、関係性によって結ばれていくローカリズム、

重層的なコミュニティづくりではないかと思う。

「中央と地方」とか「国家と地域」といった二分法

的な発想が今までどちらかといえば支配的だったが、

そういうことはもうやめる。むしろ手近な、リアリ

ティのあるコミュニティを、先ほど言ったような関

心コミュニティや地縁コミュニティも含めて、重層

的につくっていくことが大事ではないか。 

自分たちでビジョンをつくる、パラダイム転換を 

お上がつくった制度の鋳型に体を合わせるのでは

なく、まずワークショップなどを通じて自分たちの

ビジョン・考え方・社会観をつくっていくことが先

になければならない。そのうえで、用意された補助

金を逆に使いこなしていく。そのようにパラダイム

転換をする必要があるだろう。地域の独自裁量を認

め、自らの設計図に基づいて補助金が使われていく

というかたちをつくらなければならない。その際、

「自分たちで設計図をつくって、そこに補助金を使

いこなしていく」という考え方で取り組まれた「地

域水田ビジョン運動」が参考になるだろう。 

政策パッケージによって縦割りにされたタコつぼ

のような仕組みではなく、むしろ「連帯したらこれ

だけの補助金がもらえる」というように、社会的連

帯のインセンティブを与えるような政策パッケージ

というのが、今回の地域創生のなかでも非常に望ま

れる。 

つながり力と地域コミュニティ 

孤独で亡くなり引き取り手のいない無縁死が 3 万

2,000 人いらっしゃるという。自殺者も、去年は 3

万人を若干切ったが、13 年連続で 3 万人台だった。

それだけ今は、社会的孤立や孤独が深まっているの

だ。そういうなかでもう一度、つながり力、社会関

係資本をつくっていくということが大事だろう。 
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人のつながりや関係性のデザインをすることが、

コミュニティのデザインになると私は確信している。

マサチューセッツ工科大学のダニエル・キム先生が

提唱した「成功の循環」についてご紹介したい。彼

は、アメリカの有名な企業を全部調べたのだが、そ

れぞれの部署間や取引先との関係性の質が高いとこ

ろが成功しているということを分析したわけだ。ま

さに関係性の質を高めるということが非常に大事な

ポイントではないかと思っている。 

そういったつながり力とか社会関係資本が豊かで

あればあるほど、地域社会のリスク＝アナリシスが

きちんとできる。リスク＝アナリシスというのは、

ヨーロッパにおいて BSE 問題なり食の安全・安心の

運動のなかで広がった考え方で、三本の柱からなっ

ている。①リスク＝アセスメント（リスクの評価を

する）、②リスク＝マネジメント（リスクの管理）、

③リスク＝コミュニケーションの三本柱だ。「消滅

地方都市」などという衝撃的な「増田レポート」が

あったが、やはり自分たちでそういったリスクを評

価して、自分たちでリスクをマネジメントする、あ

るいはそのリスクについてのコミュニケーションを

深めていく。こういった地域社会のリスクアナリシ

スをきちんとやっていくうえでも、つながり力、あ

るいは社会関係資本がベースになければならないだ

ろう。 

農協の組織もコミュニティもそうだ。組織という

のは人の集まりだ。人の集まりというのは、じつは

「関係性の集まり」「それぞれのつながりの集まり」

でもある。こういうところが、今からの重層的なコ

ミュニティづくりにとって大事だと思う。 

繰り返しになるが、関係性・結びつきから社会を

見直して、他者との関係を結び直していく作業によ

る重層的な実践コミュニティづくり。3.11 の教訓

はまさにこれではないか。今、東京はオリンピック

で浮かれているが、3.11、あるいは福島の問題がど

んどん風化している。「東京電力福島原発」だ。東

北電力じゃない。停電になったときに電気のありが

たさがわかる。断水になって水のありがたさがわか

る。亡くしてみて親のありがたさがわかるわけだ。

みんなつながっているわけだ。ところが、そのつな

がっていることがわからない。見えない。認識しな

い。自分がどことつながっているのかということを

もう一度見直さなければならない。 

地域社会の「不可給態」を「可給態」化しよう 

窒素・リン酸・カリといった養分はたくさんある

けれども、そのバランスが崩れて作物に吸収されな

い状態を「不可給態」という。地域社会もいま同じ

状態になっているのではないか？ 地域社会のなか

にはいろいろな地域資源があって眠っているのだが、

そのバランスあるいは関係性が崩れているから、い

い作物が育たない。 

そこで、今、地域社会のなかのどういうところが

「不可給態」になっているのかをもう一度分析ある

いはリスクアセスメントして、それを「可給態」に

していく。そして作物の養分にしていく。そういう

考え方が非常に大事だと思う。 

これは結城登美雄さんのいう「地元学」にも通じ

る。「ないものねだり」から「あるもの探し」へ。

「地域という土俵のなかに宝物は眠っている。それ

を掘り起こしてあげよう」ということだ。 

当事者意識がなければエンパワーメントは生まれない 

柳田國男のすばらしい名言がある。「美しい村な

ど初めからあったわけではない。美しく暮そうとい

う村人がいて、美しい村になるのである」と。これ

がまさに地元学だ。当事者意識があって、エンパワ

ーメントがあってはじめて地域づくりになる。お上

からの補助金ばかり狙っているようでは本当の地域

づくりにはならない。このことを、この言葉からも

汲み取っていただけるのではないか。 

そして、「安心して暮らせる地域づくり」「より

暮らしやすい地域づくり」というということで、ま

さに住民自治による地域改革へのマインド・チェン

ジということが大事だと思っている。 

つながり力が地域の底力 

「国民生活白書」によると、「地域から孤立して

いる」と感じる人が 5 人に 1 人いるという。ぜひ、

みなさん、地元で社会関係資本・つながり力を強め

てほしい。以前「ご近所の底力」という NHK の番組

があったが、そこで言われているように、まさにコ

ミュニティのなかでの相互扶助とかそういった人間

関係づくりが地域の底力になってくるのだ。 
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もっと言うと、「助け合い」を因数分解すると、

「助ける人」「助けられる人」がいなければダメだ。

今、ボランティアで人を助けたいという人はたくさ

んいるけれども、助けられる人がいない。というよ

り、「自己責任」を言い続けてきた結果、本当は

「助けて」と言いたいのだけれど、なかなか「助け

て」と言えなくなってしまった。そういう今の風潮、

あるいは自分のコミュニティを見直さなければいけ

ない。 

これからはむしろ、「助けて」と SOS を出した人

を村中をあげて褒めてあげてはどうか。そういうこ

とも、ひとつの価値観の転換だと思う。 

日本の農協の地域貢献が世界の模範に 

ICA（国際協同組合同盟）の 1995 年のマンチェス

ター大会で協同組合原則が改められ、第 7 原則が新

たに創生された。これはそれ以前のレイドロー報告

がベースにあるのだが、じつはレイドローさんが日

本の農協をかなり評価してくれた。日本の農協は信

用共済、営農経済事業といろいろなことをやってい

る。医療福祉活動までやっている。レイドローさん

は日本の農協を見て、地域密着型のすごいビヘイビ

アをとっていることを評価し、「やはり世界の協同

組合も日本の協同組合のように、地域社会との接点

づくりや地域社会への貢献を大事にしていこうじゃ

ないか」と考えた。そういう考えがこの ICA の第 7

原則に新たに盛り込まれたのだ。 

大きな協同のなかに小さな協同をつくる 

市町村も合併した。農協も合併して支所の統廃合

もしてきた。こうして大きな協同になったのだけれ

ども、大きな協同のなかにもう一度、小さな協同を

つくろう。今すすめている第 26 回農協大会で決め

られた支店協同活動づくりというのは、そういうこ

とのひとつの現われだ。第 4 報告で JA なんすんか

らお話いただく「一支店一協同活動」というのは、

そういう運動だ。 

そこで大事なのは、小田切徳美先生も言っている

ように、地域再生の 3 つの条件だ。まず①「参加の

場」づくりが必要だ。つぎに②「カネとその循環」

づくり。小さな経済が大切だが、やっぱり金がまわ

らないといけない。そして③「暮らしのものさし」

づくり。②の「カネとその循環」づくりとは何かと

いうことについて小田切さんは 4 点あげている。

①6 次産業型経済、②交流産業型経済、③地域資源

保全型経済、そしてキーワードは④「小さな経済」

だということだ。 

それからもうひとつ、先ほどお話した、〈自分た

ちで鋳型をつくって補助金を使いこなしていく〉と

いう意味では、小田切さんも評価しているように、

中山間地等直接支払制度。半分以下は個人のフトコ

ロに入れて「格差是正」、半分以上は「集落協定」

でプールして地域づくり・住民力向上のための「内

発的発展」に使うという 2 つのテーマがパッケージ

された制度だ。自分たちでルールをつくる、自分た

ちで活動の芽だしをするという意味では、単なる所

得移転的な補償だけではなくて、自分たちで集落協

定を結んで「自分たちの村づくり、集落をどうして

いくか」という議論をする。テーブルをつくる。今

度の地方創生もこういった政策のパッケージ化が大

事ではないか。 

仕事を通じて農協の価値を創る 

農協を核にした地域づくりのキーワードとなりそ

うな考え方をいくつか紹介したい。 

「無関心こそが最大の罪悪である」マザー＝テレ

サのという言葉がある。自分だけよければいいとい

う「タコつぼ化」が蔓延している。そういうなかで、

熊本県・黒川温泉の新明館の後藤社長という方は、

「黒川温泉郷全体がひとつの旅館だ。〇〇旅館とか

△△旅館というのはその一部屋一部屋と思え」と、

黒川温泉郷全体の振興をやった。同じ旅館どうしだ

から、〇〇旅館は「△△旅館がつぶれたほうがいい

んじゃないか。そうしたら俺のところにお客がいっ

ぱい集まる」という発想に立つのが普通だ。しかし

それではいけない。「黒川温泉郷全体がひとつの旅

館だと思ってみんな頑張ろう」と考えなければ。

「俺が俺が」「自分さえよければいい。他のところ

は無関心」ではなくて、「みんなで一緒に大きくな

っていこう」。こういう考え方で今日の黒川温泉に

なっている。今からの地域づくりのひとつのヒント

になるだろう。 

「蝶を集めるには花を育てよ」。私の大好きな言

葉だ。蝶々ばかりを追いかけても、蝶々は逃げるだ

けだ。かつて森真一は「花が女か、男が蝶か」と歌
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ったが、そういうことじゃない。まさに、花を育て

てこそ、そこに蝶々が集まってくる。 

「小さな神輿」論。神輿は最低 4 人で担ぐ。4 人

で担いだときに誰かがサボればグッと重くなるから、

「おまえサボったな」と分かる。ところが大きな神

輿だと、ぶらさがりばかり出てくる。だから、でき

るだけ小さな神輿にすることで、先ほど言った当事

者意識が生まれる。当事者意識が生まれることがエ

ンパワーメントにつながってくる。だから、できる

だけ小さな神輿を大きな協同のなかにつくってあげ

ることが大事だと思っている。 

「協同組合の有用性は社会的文脈のなかで実現さ

れ、発信されなければならない」。協同組合という

のは地域住民が組合員だから、先ほどの y=ax では

ないけれども、地域の課題・ニーズに無関心ではい

られない。いろいろなコミュニケーションをとるこ

とから社会的活動の芽や役割が見えてくるだろう。

協同組合の価値は、地域社会とのつながりや関係性

の内容いかんで大きくもなれば小さくもなる。地域

とつながればつながるほど、協同組合の存在感が増

す。協同組合の有用性・必要性・価値も高まる。地

域社会から浮いてしまったら「協同組合って何だっ

け」ということになってしまう。 

「CSR から CSV へ」。以前言われた CSR（企業の

社会的責任）というのは「企業が稼いで剰余金が出

て、余裕ができたら社会貢献をしよう」というもの

だったが、そういう社会貢献ではなく、本業を通じ

て社会貢献をしていく。これを CSV（Creating 

Shared Value）と呼ぶ。「本業を通じて」という

点が大事だと思う。では、農協の CSV、つまり農協

の本業を通した地域貢献とは何か。やはりこれは営

農指導事業を通じた地域つくりだろう。 

「仕事」を通じて JA の「価値」を創る。これを

ひとつのキーワードとして提案したいと思う。 

協同組合とプラットフォーム 

先ほど言った関心コミュニティあるいは実践コミ

ュニティを通じて、それをプラットフォーム化する

ことが大切になる。國領二郎先生の『創発経営のプ

ラットフォーム』（日本経済新聞出版社）という本

があるが、プラットフォームの基本的機能というの

は、①多様な人間がつながりあうマッチング機能、

②コミュニケーションによる信用・信頼の機能。そ

れから次が非常に大事だ。③資源・能力の再編集機

能。いろいろな地域資源――人・モノ・金――が地

域に眠っている。これを掘り起こしていく、あるい

はいろいろな組織・個人・人材の能力を再編集して

いく機能だ。それからもうひとつ、一番大事な④相

互扶助や協働のインセンティブ機能がある。 

地域が抱える課題を解決し、暮らしやすさの向上

を図るために、お互いに理解尊重しながら、お互い

を知り合いながら、お互いの資源や能力を出し合う

ことにより、実践コミュティなどの活動を通じて、

創発効果を生み出す。それが地域プラットフォーム

だ。 

単なる問題解決から総合的デザイン力へ 

そこでは、単なる問題解決ではなく、総合的にデ

ザインをしていくというデザイン力が大事になる。

たとえば、ガスター10 という胃薬を飲んだことあ

る方がいらっしゃるだろうか。昔の胃薬は胃酸を中

和するだけの対処療法的な薬だったが、ガスター10

の基本素材である H2 ブロッカーというのは、胃酸

が出るメカニズムを解明して、それをブロックする

ように開発されたものだ。 

地域社会のなかでも、「いろいろな負の連鎖が起

きているのはどういうことなのか」「地域になぜこ

ういうマイナス面があるのか」というシステム思考

で、原因を突き止めて、そのメカニズムを解明した

うえで、それがデザイン力になってくるわけだ。た

だ補助金をぶち込んだだけではダメだ。 

新たなライフスタイルで地域再生をデザインする。

単なる I ターン・U ターンだけでなく、ライフスタ

イルが変わってきているわけだから、それに応じた

ものをやればいい。たとえば内山節氏のように、上

野村と東京に二股で住む。地元出身者・都会人が田

舎にも拠点を持って行き来する。自宅と故郷を往来

する。それは団塊の世代のシニア層にとっては憧れ

だろう。そういうことだってどんどんやっていい。 

カン・カラ・コ・モ・デ・ケ・ア 

マスコミ志望の学生を集めた作文指導の塾（山崎

塾）をやっていた毎日新聞の山﨑さん（故人）によ

ると、「作文、たとえば天声人語などにはカン・カ
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ラ・コ・モ・デ・ケ・アの 7 要素が入っている」と

いう。つまり、感動〈カン〉、カラー（色）〈カ

ラ〉、今日性〈コ〉、問題意識〈モ〉、データ

〈デ〉、さらに自分がどう考えるかという決意・結

論〈ケ〉。そして最後に言うには、「文章は明るさ

〈ア〉が大事だ」と。 

これは村づくりにも当てはまる。感動しようじゃ

ないか。自分たちの村のカラーをつくろうじゃない

か。今日的問題もある。決意・結論も必要だ。そし

て最後は、「『明日』というのは『明』るい『日』

と書くのね」なんていう明るさが大事。鹿児島の

「やねだん」の取り組みはまさに、自分たちのコミ

ュニティを「感動」と「感謝」というキーワードで

デザインしたものだ。 

地域ブランド化にはストーリーが欠かせない 

営農指導事業を通じた地域づくりにおいては、や

はり「地域ブランド化」にもチャレンジしたい。 

その際、ブランドというのはストーリーがないと

ダメだ。たとえば東京の赤坂の吉兆で修行した二代

目の料理人がいる。こぢんまりとした料理屋だ。そ

こはシーズンの最盛期には、鮎の塩焼きが 2 本、皿

に入って 1 万円だ。その鮎がどういうものか。四万

十川の上流に亀井三郎左衛門という川魚料理の七代

目がいる。彼がしゃくり漁といって、鮎の通り道に

重りをつけて、パッとひっかけるのだ。23 センチ

以上のものを全部自分で釣る。彼が、シーズンにな

ると朝 3 時に起きて、裏山の滝に白装束で身を清め

てから舟に乗りだして、その漁をする。そのアユが、

高知土佐空港からクラッシュアイスに入って運ばれ

てくる。それを焼いて出す。塩焼き 2 本で 1 万円。

そうすると、そこに通う人は、「おいおい。朝 3 時

に白装束で、七代目だよ七代目！ 食ってみろ、そ

の鮎を！」となる。 

今のは私のつくり話だが、やはりこれだけのスト

ーリーがないとダメだ。 

また、たとえば A、B、C といった 3 階層ごとにき

ちんと戦略を立て、すべてお金にしていくという発

想も大事だ。 

 

コーズ・リレーテッド・マーケティング 

この JA-IT 研究会でも報告してもらった JA 氷見

市のハトムギ茶などはまさにこれだ。年間 200 万本

の販売をして、1 本につき 5 円相当で 1,000 万円の

寄付をしている。あるいは古くは「1L for 10L」

ということで、ボルヴィックのマリ共和国の支援プ

ロジェクトというのもある。 

あるいは、最近おもしろいと思ったのは、新潟県

の「十日町すこやかファクトリー」というものだ。

東京都でアレルギーを持つ 3 歳児の比率がこの 10

年で 2 倍以上に増えているという。だから、米粉由

来の、ノンアレルギーのケーキ・スイーツづくりを

やっているわけだ。 

それと、JA 福井市では、ぼたもちだけで 1 億

3,000 万つくっている。平均 65 歳くらいの女性が

給料 13 万 5 千円の正社員としてやっている。これ

だけ給料を払えるのだ。ちゃんと地域起こし、雇用

にもなっている。 

あるいは、宮崎県のきらり農場高木（都城農協管

内）は、このあいだ宮崎の集落営農大会で事例発表

いただき、また日本農業賞の農林大臣賞をとったと

ころだが、集落営農から立ち上がって 200 数十町歩

の農地集積をしている農事組合法人だ。42 人の雇

用をつくっている。 

「信州ジビエ鹿肉バーガー」も好事例だ。駅ナカ

のハンバーガーショップのベッカーズで、鳥獣害対

策のジビエのハンバーガーを出したらあっという間

に売れた。 

今、農家や中山間地で何が困っているのか。それ

を課題解決するような新しいビジネスをこうやって

つくってきているわけだ。 

価値の連鎖 

フードシステム的にはバリューチェーンと言う。 

JA おちいまばりの直売所「さいさいきて屋」で

は、カフェ食堂、学校給食、農工商連携、定年帰農

塾による担い手確保、食育活動、料理教室、学童農

園、また漁協との協同組合間協同など、直売所を起

点にネットワーク化を図って、まさにローカルフー

ドシステムとしての価値の連鎖を生んでいる。ここ
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は食育活動も非常に熱心なところなのだが、ややも

すれば、直売所は直売所、食育は食育、担い手対策

は担い手対策というふうに、みんなバラバラでやっ

ている。これをバリューチェーン化することによっ

て、こういう連鎖が生まれて、まさにこの「さいさ

いきて屋」がひとつのプラットフォームになってい

る。「参加と民主主義」といろいろな経済効果を生

む泉になってきているのだ。 

プラットフォームづくりの事例に学ぶ 

広島県のファーム・おだは、市町村合併で小学校

が廃校になるといった危機をバネにつくられた組織

だ。2 階建ての組織構成をとっている。1 階部分が

「共和の郷・おだ」という自治組織で、これが「小

さな役場」の役割を果たす。そして 2 階部分に農事

組合法人「ファーム・おだ」があり、これが「小さ

な農協」の役割を果たしている。これも、1 階の

「共和の郷・おだ」が盛り上がって、ここがひとつ

のプラットフォームになって、女性も年寄りも参加

できる。あるいはそこで民主主義が貫ける。小さな

経済が生まれる。そして価値の連鎖が生まれるとい

うふうに発展してきたのだ。例の品目横断対策のと

きに、お上がつくった制度の鋳型に合わせるかたち

で集落営農がどんどん雨後のタケノコのように組成

されたわけだが、こういうふうにどんどん進化して

いる事例もある。 

農協は合併や支所・支店の統廃合をしてきたが、

それならばこういった「ファーム・おだ」のような

ものを、きちんと OB も含めてつくらせなければな

らない。現役がなかなかできなければ、OB を使っ

て、そういう「進化する集落営農」のようなものを

つくってあげる。そのうえで支所の統廃合をする。

自分たちの支所の統廃合をするだけではダメだ。 

島根県出雲市の有限会社「グリーンワーク」は、

農協にあった育苗センター・ライスセンター・ガソ

リンスタンドなどの業務も、集落営農組織が引き継

いでやっている。こういう「進化する集落営農」を

きちんと育て、人材も育てたうえで支所・支店の統

廃合を進めるということであれば、組合員の理解も

進むわけだ。ただ農協の採算ベースだけの、支所・

部門別の経済合理性だけではなくて、一方でそうい

う事情を説明しながらこういう人を育てていくとい

うことが大事ではないか。 

JA さがえ西村山は、さくらんぼ狩りやラフラン

スなどいろいろなことで周年の観光をやろうと、農

協の営農部門の中に農業観光課を立ち上げた。そし

て、地元の観光協会・商工会・生産部会はもちろん、

旅館、タクシー会社など、いろいろな業界をすべて

そこに束ねて協議会をつくった。こういうプラット

フォームができることによって、周年観光の地域づ

くり、農業と観光をミックスした地域づくり、地域

再生ができたのだ。 

JA あしきたは、「農産物直販ネットワーク協議

会」というものを組織したが、この協議会は現在

125 の企業・団体で構成されている。こういうプラ

ットフォームをつくることによって、そこでいろい

ろな議論が生まれ、参加、民主主義、あるいは協同

活動ができてくる。こういうベースをつくっていく

ことで、「お上からもらえる補助金はもらいましょ

う」（お上の補助金の鋳型に体を合わせるのではな

く）ということができる。こういう取り組みを現場

からやっていくことが大切だ。 

足元から共感のネットワークを広げよう 

農協は社会的な器、地域社会の器だと私は思って

いる。いろいろな経営資源を持っている。有り余っ

た支所、いろいろな施設もたくさん持っている。そ

の大きな器のなかにプラットフォームをどんどんつ

くる。あるいは実践コミュニティ・関心コミュニテ

ィをつくる。それをネットワーク化していく。そう

いうことから、地域のいろいろな活動が生まれてく

る。 

農協がそういった実践コミュニティを組成してい

くということは、農協だけでなく地域社会全体にと

って共通の戦略となる。実践コミュニティの組織に

よって、相互扶助に基づく社会関係資本が充実し、

あるいは小さな経済のネットワークが生まれるから

だ。そういうことを農協ももう少し、今までとは違

った角度からやっていく。そういったところから支

持や共感を得る。今、准組合員問題が取りざたされ

ているが、准組合員もそういった農協の活動にどん

どん参加してもらう。そこから共感のネットワーク

が広がっていく。 

地域社会のなかで上に述べたような活動をきちん

としていくことによって、現場から、足元から、

「農協をなめたらあかんぜよ」と農協の社会的存在
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感を増していくということが、次代へつなぐ協同に

とっても大事ではないだろうか。 

質疑応答・コメント 

質問 地域における JAの役割を考えると、地域協同組合

としての組織発展は極めて重要である。一方で農協の営

農強化を考えると、農業振興事業をメインに生活関連事

業を効率化することが望ましいはずだ。その際に協同組

合の三位一体性、人的結合体、事業体、経営体、あるい

は運動体も含めてもいいかもしれないが、JAの主権は農

業者が有し、かつ理事は担い手が主であるべきか。 

松岡 今、農協の理事構成について農協改革のほう

でも出ているが、じつは北海道の農協の理事は 40

代が圧倒的に多い。茨城では 60～70 代の理事が多

い。この違いは何かというと、北海道だからという

こともあるのかもしれないが、私は理事構成を制度

的にどうこうしなければいけないということはあま

り関係ないと思う。結局、中身の問題なのだ。 

もっと言うと、「主権は組合にある」と言うけれ

ども、せっかくいい質問が出たので私の大好きな内

山節氏の言葉を引用するが、「主権は関係性のなか

にある」。たとえば最近、農水省が「食の安全安心、

消費者主権」ということを言っているが、それは違

う。主権はフードシステムのなかに、関係性のなか

にあるのだ。消費者の力が強いとか生産者の力が強

いとかは関係ない。「農業者に主権がある」という

けれども、それはいろいろな生産部会との関係性・

つながりといったところから考える必要があるのだ。 

高崎経済大学の國分功一郎という私の大好きな哲

学者が『来るべき民主主義』（幻冬舎）という本で

次のように書いている。“我々は『民主主義』とか

『主権は国民にある』と言うけれども、じつはよく

見ると、その主権が行使されるのは、数年に一度、

選挙で議員を選ぶときだけ。あとは、議会制民主主

義といっても、行政がつくった案をただ議員の先生

たちが決めているだけだ。そこに住民参加はない。

民主主義の虚構性がそこにあるのではないか”と。 

ではそれを克服するのは何かというと、“主権を

立法権とみなす前提があるために、実際に物事を決

めている行政の決定過程に民衆が関われなくても、

「民主主義」を標榜できるようになってしまってい

る”“行政による事実上の政策決定という問題は、

この媒介が決して透明ではありえないこと、最初の

決定からの逸脱の可能性に常に曝されていること、

近代の政治哲学はこの媒介の問題をないがしろにし

てきた” ということは、行政の決定プロセスに主

権者が関われるよう制度も多元化すればいい。その

ひとつとして、最近は住民投票制度とかいろいろな

ことが取り組まれているが、住民・行政協同参加ワ

ークショップ、などを今までの民主主義のなかに強

化パーツとして足していくことで、制度を多元化す

るということだ。参加の仕組みを多元化し、ルー

ト・回路を増やしていくのだ。 

そういうことでいえば、今の質問にあったように、

農協の理事の構成で、理事かとか組合員が主権がと

かいってそういう関係性をつくる。あるいは参加の

バイパスをたくさんつくる、制度を多元化する。理

事会にテーマ別・課題別の各種委員会をいろいろぶ

らさげる。今のアベノミクスのように、規制改革会

議のようなものはつくらなくていい。きちんとした

組合員参加型のいろいろな制度を多元化していくこ

とで、協同組合における参加型民主主義の内実をも

っと充実させる。そのためには、単なる総代会とか

ではなくて、テーマ別のワークショップなどをどん

どん開催していくということだ。参加のルート・仕

組みを多元化していく。そういうふうに内実を固め

ることで充実させていく。形式論におちいることは

やめるべきだということが私の持論だ。 

質問 地域組合と職能組合の論争が昔あった。新時代の

農協組織論が必要では。地域組合でありながら農業者が

主権を有し担い手が運営するような議論とルールの仕組

みはどうか。 

松岡 それは今お話しした通りで、まさに地域コミ

ュニティ・地縁コミュニティのうえにいわゆる目的

別・関心別・課題別あるいはテーマ別の多様なコミ

ュニティを重層的にやっていく。それをネットワー

ク化していく。その器づくりとして農協が果たせる

機能をやることだ。 

ただし、いま農協で問題なのは、どんどん職員が

削られ、支所は統廃合し、人材がいないことだ。 

じつは先ほどお話しした広島のファーム・おだの

吉弘代表は、元は県の改良普及員だった。だから自

分でパソコンもできるし、補助金も自分で申請して

どんどん引っ張ってくる。そういう意味では、行政

OB や農協 OB の人たちがそういう地域づくりのコー
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ディネーター役になっていく。現役の農協の支店長

にやれと言ったって、実際にはできない。私も含め

て、今まで全中や大会で決めてきたことは、現場で

できないことを言ってきたという反省がある。方針

だけが立派な放心状態だった。現場で動けるために

は、それなりの人材が必要だ。そこで、行政の OB、

農協の OB がそういうかたちで関わるような仕組み

をつくっていく必要がある。いま高知県では特別な

体制をつくって、県庁から補助人が地域づくりに入

っている。これに関わって、坂本さんから地域づく

りの補助体制についてお話いただきたい。 

坂本 地域づくりの「補助金から補助人へ」という

のは、総務省の過疎問題懇談会で出てきた言葉で、

「今までは補助金を入れて箱モノをつくったりして

きたけれども、これからはお金ではなく人を派遣す

べきではないか」という問題意識から生まれたもの

である。 

「補助金から補助人へ」の合言葉のもとに、いろ

いろな仕組みが始まっている。 

高知県で 10 年以上前から始まっているのは、

「地域支援企画員」という制度だ。県の職員が市町

村の役場に駐在し、役場の職員と一緒になって地域

に入り、たとえば「集落活動センター」の立ち上げ

などをやっている。「集落活動センター」とは、先

ほど説明した「小さな拠点」の先がけのような取り

組みで、中山間地域の旧村や小学校区といったエリ

アを単位に、小さな役場、小さな農協にあたるよう

なものをコミュニティのなかにつくっていく。そし

て、そこに高知県は「地域おこし協力隊」や、高知

県独自で採用した「高知ふるさと応援隊」を入れて

いる。 

「地域おこし協力隊」というのは、総務省がやっ

ている事業で、都会に住んでいる若者に、地方、と

くに農山村へ行って、地域のために貢献する活動を

して働いてもらうものだ。活動というのは、農地を

守る・支える活動でもいいし、生活をサポートする

活動でもいい。それだけではなく、地域をいろいろ

マネジメントしていくうえでのある程度専門的な知

識を持った若者が行くのでもいい。そういった若者

が 1 人入るごとに、3 年間を期限として、年間給料

分 200 万円、その他活動経費 250 万円、あわせて

450 万が市町村に特別交付税として入る仕組みにな

っている。それを今、全国各地の農山村で受け入れ

ている。25 年度には約 1,000 人の地域おこし協力

隊員が全国で活躍していて、それを地方創生のなか

で 3,000 人に増やそうという話にもなっている。 

そういうふうに、今までお金ばかりだったのが、

人を派遣する、送りこむような仕組みに徐々に行政

も変わりつつあるのだ。 

松岡 いま坂本さんが説明されたような方向性を私

も支持している。今まで地方というのは、田中角栄

さんの列島改造論もそうだが、農村は米価を上げて、

あとは公共事業によって土木・土建業で地方に雇用

の場をつくるということをやってきた。しかし、今

は財政が厳しくなってきて公共事業もできないなか

で、従来型の公共事業ではなく、つまり補助金で雇

用を生むのではなく、まさに地域の内発型の、元気

な地域をつくるための人の支援をしなければいけな

い。そして、人が育ってくることが一番の財産にな

るので、そういったところをやらないと、「補助金

の切れ目が縁の切れ目」で、あとに何も残らなかっ

たということになりかねない。 

そういう意味では、たとえば農協職員の OB、役

場職員 OB、県庁職員 OB といった人々（60 歳で地域

に戻ってきて、パソコンやいろいろな計算がもでき

るといった技能を身につけている人たち）を、地域

支援専門員として積極的に位置づけて、車の油代と

日当を少し出してあげるとか、そういうきめ細かい

制度をつくっていくことが、今からの地方創生の大

きなキーワードになっていくのではないかと私も思

っている。 

坂本 そういった点でひとつ付け加えると、先ほど

の地域おこし協力隊とよく似た制度で「集落支援員」

というものがある。給与として払える分はだいたい

200 万円で同じくらいなのだが、地域おこし協力隊

は都会に住んでいる若者が地方に行くというパター

ンなのに対し、集落支援員は地元に住んでいる方も

なることができる。それこそ JA の OB でも役場の

OB でもなれる。地域の方がコミュニティのなかで

地域に貢献する活動をすることに対して国からお金

が出る、地域マネジメントの重要な役割を果たす方

に対し国から 200 万円を上限としてお金が出るとい

う制度だ。市町村と連携すれば、そういう制度も使

える。 
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質問 地方創生に向けた組合役職員の育成について、ど

のような点に力を入れているか。とくに組合員学習の重

要性の面でお聞きします。 

松岡 長野県のある JA が、農協の将来の担い手を

育てるための塾を開いているのだが、私がその塾長

を務めさせていただいている。その農協には 20 の

支店があるが、各支店から 40 代前半の男女を 1 人

ずつ出していただいている。男性はだいたい青年部

OB、女性はフレッシュミズの方が多い（女性は 60

代に入った方もいる）。月 1 度やっていて、すべて

ワークショップ方式だ。農協の支所を順番に回り、

事例も管内の事例を出す。それで全員が発表しても

らって、私がそれにコメントを加えていく。「自分

だったらどうするか」と議論していく。来月には涙

ながらの卒塾式をやることになる。やはりワークシ

ョップ方式が一番いい。座学で「いい話を聞きまし

た」というのでは、何も残らない。「あなただった

らどうするか」という議論を徹底してやらせる。そ

ういうワークショップ方式が、今からのツールとし

ては非常に大事だと思う。組合学習といっても、結

局はそういうワークショップ方式で、取り上げるの

も現場の事例で、臨場感を持ってもらうことが大事

だ。農協の施設を覚えてもらおうと、各施設を回っ

て開催しており、先日は農協の葬祭センターで「合

掌」から始まる塾をやった。 

先ほど言った重層的なコミュニティづくり、「進

化する集落営農」との関連でいえば、これからは、

「農地・里山をはじめとする地域資源を『コモンズ』

として維持管理・高度利用していく」という思想が

ますます重要になってくるのではないか。その意味

では、これからの集落営農あるいは地域の運営も、

ステークホルダーたる地域住民、あるいはよそに行

っている地元出身者など、いろいろな関係者も含め

た多様な主体が関与するガバナンスが必要だと思う。 

そのひとつの事例として、秋田県のある集落営農

では、農家だけではなく非農家も出資している。

「この集落の農地全体、自然景観も含めてみんなで

守ろう」ということだ。 

あるいは今回、農地・水保全管理支払制度が充実

され、非農家を含む地域住民参加によるいろいろな

地域保全管理などのメニューが出された。ただ残念

なのは、県や市町村が 4 分の 1 を負担しなければな

らないのだが、お金がないからできないという市町

村が多いことだ。 

「農地や水を農家だけで保全しなければ」と考え

てはいけない。先ほども城所専務（JA 愛知東）か

ら「鳥獣害の柵を全部つくらなければならない」と

いうお話があったが、鳥獣害も農家だけの問題では

ないはずだ。全住民参加型で、あるいは下流域の人

が上流域の活動に交流型で参加するといったガバナ

ンスをする必要がある。「農協だけ、農家だけの問

題だ」という考え方を実践レべルから変えていくこ

とが非常に大事だと思う。 

農協自身が持っている経営資源を器としての、多

様なガバナンスのあり方なり重層的なコミュニティ

づくり。それこそが、まさに地域に開かれた JA 運

動になっていくのではないか。 

協同組合は「共益組織」というジャンルに分けら

れているのだが、これからは「共益」に加え「公益」

も追求していくのでなければならない。 

まさに参加と民主主義と協同・相互扶助をつくっ

ていく、その泉となるのがプラットフォームだとい

うことを強調しておきたいと思う。 
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